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第 2 に、上場会社協議会は 2009 年 4 月 13 日から 5 月 15 日にかけて総 548 名(上場会社の役員 424
名(77.4%)2、社外理事 50 名(9.1%)3、社外理事人力バンク登録者 74 名(13.5%)4を対象に実施したアン
ケート調査で、社外取締役の独立性が欠如している点を明らかにした。 
 




























合計 100.0  
出所：韓国上場会社協議会ホームページ http://www.klca.or.kr/の「2009 年度社外取締役制度の運用
実態及び改善に関するアンケート結果」を参照。 
































を中心に－」『経済改革レポート』、第 1 号、2 月、11 ページ。 
 
分析対象は 67 の企業集団に属している 278 の上場会社の 854 名の社外取締役を対象に大株主と経
営陣、会社と直接・学縁関係の可否について調べた。その結果、直接的な利害関係のある社外取締役6
の比重は学縁関係のある社外取締役7の比重も含めて増加傾向にあることを明らかにした(図表 4、図









1-2. 社外取締役と CEO との縁故関係の現状－サムスングループと SK グループのケースを中心に 
上述したように、利害関係とくに血縁、地縁、学縁のような縁故関係は、社外取締役の独立性を確
保するという観点からすると問題を生じている。図表 6 は、2011 年度の企業集団上位 10 において利
害関係(直接的利害関係、学縁)のある社外取締役の数を示したものである。社外取締役の数が一番多
いサムスングループと 2 番目に多い SK グループにおいても、直接的利害関係、学縁のような利害関
係が保たれていることが確認できる。 
 











直接的利害関係 学縁 小計(社外取締役の比率) 
1 サムスン(20) 130 63(48.46) 7 5 12(19.05) 
2 現代自動車(8) 53 24(45.28) 5 3 8(33.33) 
3 SK(16)  113 55(48.67) 5 5 10(18.18) 
4 LG(11) 76 39(51.32) 4 3 7(17.95) 
5 ロッテ(8) 51 26(50.98) 5 1 6(23.08) 
6 韓進重工業(2) 14 8(57.14) 3 1 4(50.00) 
7 Posco(6) 37 14(37.84) 2 0 2(14.29) 
8 GS(7) 50 21(42.00) 3 4 7(33.33) 
9 韓進(5) 32 16(50.00) 3 7 10(62.50) 









第 1 に、サムスングループの社外取締役と CEO の間における学縁関係を明らかにする。そのため
に、社外取締役と CEO の出身大学及び専攻を検討した。 
①サムスングループにおける CEO の出身大学と専攻別についてみると(図表 7)、出身大学と専攻が
確認できたCEO62名の中、23名（37.1%）がソウル大学出身者であり、地方大学出身が 13名（21.0%）、
ソウル圏内の大学出身が 9 名(14.5%)、高麗大学出身が 8 名(12.9%)、延世大学出身が 4 名(6.5%)に続
いた。専攻は 62 名の中、商経系列出身が 32 名(51.6%)で一番多く、その次が 22 名(35.5%)で理工系
出身であった。  
 
図表 7 サムスングループにおける CEO の出身大学および専攻別割合 
（単位：名、％） 
  法・行政 商経 理工 人文・社会 その他 合計 
ソウル大学 1(1.6) 10(16.1) 8(12.9) 1(1.6) 3(4.8) 23(37.1) 
延世大学 0(0.0) 1(1.6) 3(4.8) 0(0.0) 0(0.0) 4(6.5) 
高麗大学 0(0.0) 5(8.1) 2(3.2) 1(1.6) 0(0.0) 8(12.9) 
漢陽大学 0(0.0) 1(1.6) 2(3.2) 0(0.0) 0(0.0) 3(4.8) 
成均館大学 0(0.0) 1(1.6) 1(1.6) 0(0.0) 0(0.0) 2(3.2) 
ソウル圏内の大学 0(0.0) 6(9.7) 2(3.2) 1(1.6) 0(0.0) 9(14.5) 
地方大学 1(1.6) 8（12.9) 4(6.5) 0(0.0) 0(0.0) 13(21.0) 
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図表 8 サムスングループにおける社外取締役の出身大学および専攻別割合 
（単位：名、％） 
  法・行政 商経 理工 人文・社会 その他 合計 
ソウル大学 7(17.5) 9(22.5) 2(5.0) 3(7.5) 0(0.0) 21(52.5) 
延世大学 1(2.5) 2(5.0) 1(2.5) 0(0.0) 0(0.0) 4(10.0) 
高麗大学 0(0.0) 2(5.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(5.0) 
西江大学 0(0.0) 1(2.5) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(2.5) 
成均館大学 1(2.5) 1(2.5) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(5.0) 
ソウル圏内の大学 2(5.0) 2(5.0) 0(0.0) 2(5.0) 0(0.0) 6(15.0) 
地方大学 1(2.5) 0(0.0) 0(0.0) 1(2.5) 1(2.5) 3(7.5) 
日本所在の大学 0(0.0) 1(2.5) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(2.5) 




出身大学が確認できた 40 名の中、ソウル大学が 21 名(52.5%)で割合の比重が高く、地方大学の出身
の割合が低かった。ソウル圏にある大学出身の社外取締役が 6 名(15.0%)であり、延世大学出身が 4
名(10.0%)、高麗大学と成均館大学出身がそれぞれ 2 名(5.0%)である。出身専攻別に見ると、商経系列
出身が 18 名（45.0%)であり、法・行政系列が 12 名(30.0%)であった。社外取締役の場合、人文・社
会系列出身が 6 名（15.0%）であり、理工系出身(3 名、7.5%)より多い。社外取締役の出身大学と専
攻から読み取れるのは、ソウル大学の商経系列出身が 9 名(22.5%)で一番多く、ソウル大学の法・行政
系列出身が 7 名(17.5%)で続いて高い比重を占めている。 
第 2 に、SK グループの社外取締役と CEO の間における学縁関係を明らかにする。そのために、社
外取締役と CEO の出身大学及び専攻を検討した。 
①SK グループにおける CEO の出身大学と専攻別についてみると(図表 9)、出身大学と専攻が確認
できた CEO50 名の中、14 名（28.0%）がソウル大学出身者であり、地方大学出身が 11 名（22.0%）、
延世大学出身が 10 名(20.0%)に続いた。専攻は 50 名の中、商経系列出身が 25 名(50.0%)で一番多く、
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図表 9  SK グループにおける CEO の出身大学および専攻別割合 
（単位：名、％） 
  法・行政 商経 理工 人文・社会 その他 合計 
ソウル大学 0(0.0) 6(12.0) 7(14.0) 0(0.0) 1(2.0) 14(28.0) 
延世大学 1(2.0) 5(10.0) 4(8.0) 0(0.0) 0(0.0) 10(20.0) 
高麗大学 0(0.0) 3(6.0) 2(4.0) 0(0.0) 0(0.0) 5(10.0) 
漢陽大学 0(0.0) 0(0.0) 1(2.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(2.0) 
成均館大学 0(0.0) 2(4.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(4.0) 
ソウル圏内の大学 1(2.0) 5(10.0) 0(0.0) 1(2.0) 0(0.0) 7(14.0) 
地方大学 1(2.0) 4(8.0) 6(12.0) 0(0.0) 0(0.0) 11(22.0) 




身大学が確認できた 25 名の中、ソウル大学が 16 名(64.0%)で割合の比重が高く、高麗大学出身が 3
名(12.0％)、延世大学出身とソウル圏内の大学出身者が 2 名(8.0%)に続いた。出身専攻別に見ると、
商経系列出身が 12 名（48.0%)であり、その次が理工系出身 7 名(28.0%)、法・行政系列、人文・社会
系列出身がそれぞれ 3 名(12.0%)である。 
 
図表 10  SK グループにおける社外取締役の出身大学および専攻別割合 
（単位：名、％） 
  法・行政 商経 理工 人文・社会 合計 
ソウル大学 3(12.0) 7(28.0) 4(16.0) 2(8.0) 16(64.0) 
延世大学 0(0.0) 2(8.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(8.0) 
高麗大学 0(0.0) 1(4.0) 1(4.0) 1(4.0) 3(12.0) 
ソウル圏内の大学 0(0.0) 1(4.0) 1(4.0) 0(0.0) 2(8.0) 
地方大学 1(1.6) 1(4.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(4.0) 
米国所在の大学 2(3.2) 0(0.0) 1(4.0) 0(0.0) 1(4.0) 








また、地縁との関係を明らかにするため、サムスングループと SK グループの社外取締役と CEO
との出身地域を検討した。 
まず、①サムスングループにおける出身地域が確認できたCEOの数は兼職者を含め 754名の中 541
名であった。541 名の CEO における出身地域の構成比率は首都圏と嶺南圏出身が一番多かった。541
名の中、38.1%の 206 名が首都圏出身であり、嶺南圏出身は 35.7%の 193 名、中部圏出身は 11.8%の
64 名、湖南圏出身は 10.9%の 59 名、その他の出身は 3.5%の 19 名であった(図表 11)。 
 
図表 11 サムスングループグループにける CEO の出身地域別構成比率 
（単位：名、%） 
地域別 首都圏 中部圏 嶺南圏 湖南圏 その他の圏 合計 
合計 206(38.1) 64(11.8) 193(35.7) 59(10.9) 19(3.5) 541(100.0) 
出所：同上書、146 ページ。 
 
②出身地域が確認できた 35 名の社外取締役の中、嶺南圏出身が 16 名(45.7%)を占めており、その
次が首都圏出身 11 名(31.4%)、中部圏出身と湖南圏出身は 4 名(11.4%)であった(図表 12)。 
 
図表 12 サムスングループグループにける社外取締役の出身地域別構成比率 
（単位：名、%） 
地域別 首都圏 中部圏 嶺南圏 湖南圏 合計 
合計 11(31.4) 4(11.4) 16(45.7) 4(11.4) 35(100.0) 
出所：同上書、148 ページ。 
 
さらに、SK グループの社外取締役と CEO の間における学縁関係を明らかにする。 
①SK グループにおける出身地域が確認できた CEO の数は 37 名であった。37 名の CEO における
出身地域の構成比率はサムスングループと同じく首都圏と嶺南圏出身が一番多かった。37 名の中、首
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図表 13 SK グループグループにける CEO の出身地域別構成比率 
（単位：名、%） 
地域別 首都圏 中部圏 嶺南圏 湖南圏 その他の圏 合計 
合計 16(43.2) 3(8.1) 14(37.8) 3(8.1) 1(2.7) 37(100.0) 
出所：同上書、182 ページ。 
 
②出身地域が確認できた 18 名の社外取締役の中、嶺南圏出身が 9 名(50.0%)を占めており、その次
が首都圏出身 6 名(33.3% )に続いた(図表 14)。 
 
図表 14  SK グループグループにける CEO の出身地域別構成比率 
（単位：名、%） 
地域別 首都圏 中部圏 嶺南圏 湖南圏 合計 















①商法上、上場法人は社外取締役を取締役総数の 4 分の 1 以上になるようにする。ただし、資産総
額が 2 兆ウォン以上の大企業の場合は社外取締役を全理事数の 3 名以上、取締役総数の過半数を社外
取締役に選任しなければならない(商法第 542 条 8 第１項及び同法施行令第 13 条 2 項)。②大規模企
業(資産 2 兆ウォン以上)は社外取締役候補を推薦するための社外取締役候補推薦委員会(社外取締役が
総委員の 2 分の 1 以上) を設置しなければならない(商法第 542 条 8 第 5 項)。そして、③同会社が株
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主総会で社外取締役を選任しようとする場合は、社外取締役候補推薦委員会で推薦された者の中で選
ばなければならない(同法第 542 条の 8 第 4 項、第 5 項)。④大企業(資産 2 兆ウォン以上)は監査委員
会を設置し、総委員の 3分の 2以上を社外取締役で構成しなければならない(同法第 415条の第 2項)。 
また、上場会社における社外取締役の資格は以下のものに該当してはいけないし、それに該当する
のであれば、その職を失う(第 542 条第 8 項)。 
① 未成年者 
② 破産宣告を受けて復権されていない者 
③ 刑を受けその執行が終わってなく、執行が免罪されてから 2 年が過ぎていない者 
④ 大統領令で別途に指定した法律を違犯して解任されたり、免職されてから 2 年が過ぎていない
者 
⑤ 大株主(発行株式総数の 100 分の 10 以上を所有するもの、主要経営事項に対し、事実上の影響
力が行使できる者)および大株主の配偶者 















































































































2 上場会社の役員 424 名の内訳は、以下の通りである(韓国上場会社協議会ホームページ http://www.klca.or.kr/
の「2009 年度社外取締役制度の運用実態及び改善に関するアンケート結果」を参照)。 
・有価証券市場 288 名(67.9%)、KOSDAQ 市場 136 名(32.1%) 
・役員 166 名(39.2%)、従業員 258 名(60.8%) 
・製造業 296 名(69.8%)、非製造業 104 名(24.5%)、金融業 24 名(5.7%) 
・資産規模 1 兆ウォン以上 86 名(20.3%)、5 千億ウォン以上 1 兆ウォン未満 2 名(7.5%)、1 兆ウォン以上 4 千億ウ
ォン未満 161 名(38.0%)、1 千億未満 145 名(34.2%)である。 
3 社外理事 50 名の内訳は、教授 24 名(48.0%)、経営陣 14 名(28.0%)、その他 12 名(24.0%)である。 






ら 2008 年までは、「社外取締役の独立性分析」のレポートを経済改革連帯で発刊し、2009 年以降は経済改革研究
所が発刊している。 
6 直接的利害関係の詳細な基準は以下の通りである(経済改革研究所研究員(2011)「社外取締役の独立性分析」経済




 -最近 10 年以内に系列分類が行われた企業集団の場合系列分離前の系列者の役員も利害関係があると判断する 
②戦略的提携 
 -当該会社または系列者との提携さらに技術供給契約を結んだ会社の前現職役員 
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9 米木 剛(2007)「米国サーベンス・オクスリー法 301 条の独立取締役について－わが国社外取締役の独立性の確
保についての示唆」『大学院論集』第 39 巻第 2 号、福岡大学、149 頁。 
10 同上書、149 頁。 







13 同上書、151 頁。 
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